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三重県監査委員監査基準（令和 2 年 4 月 1 日施行）第 7 条第 1 項の規定に基づき、令

和 7年度監査等執行計画を次のとおり定める。 

 

令和 6年 12 月 17 日 

 

三重県監査委員  伊 藤   隆 

三重県監査委員  平 畑   武 

三重県監査委員  山 崎   博 

三重県監査委員  伊 賀   恵 

 

令和 7年度監査等執行計画 

 
第１ 基本方針 

新型コロナウイルス感染症が収束へと向うなか県内の社会経済活動は回復基調にあ

りますが、不安定な国際情勢や円安の影響による燃料や原材料価格の高騰、若者の人口

流出や少子高齢化などによる労働力不足など、中小企業・小規模企業や農林水産業者の

経営を取り巻く環境はこれまで以上に厳しい状況が続いています。さらに、長引く物価

高は、低所得者や年金生活者にとどまらず県民全ての生活を圧迫していることから、引

き続き、事業者の事業継続や業態転換への支援、物価高騰に対する県民の生活支援等を

迅速かつ着実に実施していくことが求められています。 

本県の人口減少対策については、令和 5年 8月に「三重県人口減少対策方針」を策定、

6年 3月にはその実効性を高めるための行動計画「三重県人口減少対策アクションプラ

ン」を策定し、10 年先の人口減少幅の緩和の兆しが見える時期をめざして、結婚、妊

娠・出産や子育て支援などの自然減対策とともに、若者の働く場の確保、ジェンダーギ

ャップの解消に向けた女性が働きやすい職場づくり、生活の利便性の向上、賑わいの創

出、Ｕ・Ｉ・Ｊターン促進などの社会減対策に全庁を挙げて取り組んでいます。また、

子どもの命を守り豊かな育ちにつなげるためには、令和 5年度の児童の死亡事案や不適

切保育を受けた児童虐待への対応強化や再発防止、不登校や貧困などのさまざまな課題

があり困難を抱える子どもへの支援の充実等が求められています。 

令和 7年度は中期戦略計画「みえ元気プラン」（令和 4年度～8年度）が 4年目を迎

え、これまで大規模災害への備えや子ども・子育てへの支援などの県政の基本的な役割

である“命を守る”ための取組が進められてきましたが、プランに掲げためざす姿の実

現に向け、さらに取組を加速させていく必要があります。 

一方、行財政運営については、本県の財政状況は改善傾向にありますが、高齢化の進

展に伴う社会保障関係経費の増加や金利の上昇による公債費への影響などにより、義務

的経費が今後も高い水準で推移することが見込まれることから、多様な財源確保や経常

的な支出の抑制等を図ることにより、持続可能な財政運営基盤を確保することが必要と

なっています。また、誤送信や誤送付による個人情報の漏えい、議案等の県議会への提

出資料の誤りといった不適切な事務処理事案が繰り返し発生しています。 

このような状況を踏まえ、適切な行財政運営や県民の信頼の確保に向けて、引き続き、
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県の事務の管理及び執行等について、法令に適合し、正確で、経済的、効率的かつ効果

的な実施を確保するとともに、服務規律違反や不適切な事務処理で県民の信頼を損なう

事案については、コンプライアンスの徹底を促すという観点で監査等を行います。 

また、効率的かつ効果的に監査等を実施するために、内部統制に依拠する程度を勘案

しながら各種監査等との有機的な連携と調整を図っていきます。 

 

第２ 実施計画 

１ 定期監査 

（１）執行方針 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、法令に適合し、正確で、

最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努めて

いるかについて監査を実施します。 

また、令和 6 年度定期監査結果の指摘事項に対する取組等を的確に把握すると

ともに、令和 6年度包括外部監査結果の対応状況についても併せて確認します。 

（２）対象年度 

対象年度は、原則として令和 6年度とします。 

（３）対象箇所 

ア  本庁 

（ア）三重県会計規則（平成 18 年三重県規則第 69 号）第 2 条第 1 号に定める部

局等における課等 

（イ）三重県企業庁組織規程（平成 14 年三重県企業庁管理規程第 1号）第 2条第

1項に定める課 

（ウ）三重県病院事業庁組織規程（平成 11 年三重県病院事業庁管理規程第 1号）

第 3条第 1項第 1号に定める課 

イ  地域機関 

（ア）三重県会計規則第 2条第 2号に定める所 

（イ）三重県企業庁組織規程第 9条第 2項別表に定める事業所 

（ウ）三重県病院事業庁組織規程第 3条第 1項第 2号に定める県立病院 

（４）実施時期 

ア 事務局予備監査 

（ア）実地監査 

ａ地域機関      令和 7年 1月下旬から 6月中旬まで 

ｂ本庁 

（ａ）企業庁・病院事業庁・県土整備部（流域下水道関係に限る。） 

            令和 7年 6月中旬から 6月下旬まで 

（ｂ）知事部局等 令和 7年 6月上旬から 7月下旬まで 

（イ）書面監査       令和 7年 2月下旬から 8月下旬まで 

イ  委員監査 

（ア）実地監査 

ａ地域機関      令和 7年 4月上旬から 8月上旬まで 
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ｂ本庁 

（ａ）企業庁・病院事業庁・県土整備部（流域下水道関係に限る。）  

令和 7年 7月下旬 

（ｂ）知事部局等 令和 7年 8月中旬から 9月中旬まで 

（イ）書面監査      令和 7年 9月中旬から 10 月上旬まで 

（５）実施体制（方法）等 

実施体制は、次のとおりとし、実施方法の詳細については、「令和 7年度定期監

査実施要領」を別に定めます。 

ア 総括本監査 

本庁各部局等（知事部局、出納局、議会事務局、企業庁、病院事業庁、各種

委員会事務局、警察本部）の長等に対し、本庁各課等及び地域機関で実施した

予備監査の結果等を基に、監査委員が総括的に監査を実施します。 

イ 本監査 

地域機関の長に対し、予備監査の結果等を基に、監査委員が監査を実施しま

す。 

ウ 事務局予備監査   

本庁各課等及び地域機関の担当者に対し、監査提出資料等を基に、事務局職

員が、総括本監査及び本監査に先立つ調査を実施します。 

 

２ 行政監査 

（１）執行方針 

事務の執行が、法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるよう

にし、その組織及び運営の合理化に努めているかについて監査を実施します。 

（２）対象年度、対象箇所、実施時期、実施体制（方法）等 

定期監査の中で、総合的かつ一体的に実施することとします。 

 

３ 財政的援助団体等監査 

（１）執行方針 

補助金、交付金、負担金等の財政的援助を与えている団体、出資している団体、

借入金の元金又は利子の支払を保証している団体及び公の施設の管理を行わせて

いる団体の当該財政的援助等に係る出納その事務の執行が当該財政的援助等の目

的に沿って行われているかについて監査します。 

（２）対象年度 

原則として令和 6 年度とし、必要に応じ 5 年度以前に実施した事業等も対象と

します。 

（３）対象団体 

別に定める「令和 7 年度財政的援助団体等監査実施要領」の「財政的援助団体

等に係る監査対象団体選定基準」に基づき、県の関与度が高い団体等を重点的に

選定します。 
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（４）実施時期 

令和 7年 11 月から 8年 2月まで 

（５）実施体制（方法）等 

実施体制は、次のとおりとし、実施方法の詳細については、「令和 7年度財政的

援助団体等監査実施要領」を別に定めます。 

ア 委員監査 

     予備監査の結果等を基に、監査委員が監査を実施します。 

イ 事務局予備監査 

監査提出資料等を基に、事務局職員が、委員監査に先立つ調査を実施します。 

 

４ 決算審査 

（１）執行方針 

   決算その他関係書類が、法令に適合し、かつ正確であるかについて審査します。 

（２）審査対象  

ア  知事から審査に付される令和 6年度三重県歳入歳出決算 

（ア）一般会計及び特別会計 

イ 知事から審査に付される令和 6年度三重県公営企業会計決算 

（ア）水道事業会計 

（イ）工業用水道事業会計 

（ウ）病院事業会計 

（エ）流域下水道事業会計 

（３）実施時期 

ア 歳入歳出決算   令和 7年 6月から 10 月まで 

イ 公営企業会計決算 令和 7年 6月から 9月まで 

（４）実施体制（方法）等 

実施体制は、次のとおりとし、実施方法の詳細については、「令和 6年度三重県

歳入歳出決算審査実施要領」及び「令和 6 年度三重県公営企業会計決算審査実施

要領」を別に定めます。 

ア 委員審査 

 予備調査の結果等を基に、監査委員が審査を実施します。 

イ 事務局予備調査 

歳入歳出決算審査提出資料を基に、事務局職員が、委員審査に先立つ調査を 

実施します。 

 

５ 例月出納検査 

（１）執行方針 

   会計管理者等の現金の出納事務が、正確に行われているかについて検査します。 

（２）検査対象 

ア 一般会計及び特別会計 

イ 公営企業会計 

（ア）水道事業会計 
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（イ）工業用水道事業会計 

（ウ）病院事業会計 

（エ）流域下水道事業会計 

（３）実施時期 

毎月下旬 

（４）実施体制（方法）等 

毎月の現金等の出納について、会計管理者等の現金の出納事務が正確に行われ 

ているかの検査を、原則として、一般会計及び特別会計については 5 月及び 8 月

に、公営企業会計については 5 月及び 7 月に監査委員が実地検査を行い、その他

の月については書面検査とします。なお、一般会計及び特別会計については検査

実施月の 2月前、公営企業会計については 1月前の状況を検査します。 

 

６ 健全化判断比率及び資金不足比率の審査 

（１）執行方針 

   健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算定の基礎となる事項を記載

した書類が、法令に適合し、かつ正確であるかについて審査します。 

（２）審査対象 

知事から審査に付される令和 6年度決算に係る健全化判断比率（実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び資金不足比率並びにそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類 

（３）実施時期 

令和 7年 6月から 10 月まで 

（４）実施体制（方法）等 

歳入歳出決算及び公営企業会計決算に係る健全化判断比率等の審査実施要領を

別に定めます。 

なお、将来負担比率に係る地方公社や第三セクター等に関する審査については、

必要に応じて、対象団体の協力のもとで併せて実施します。 

 

７ 内部統制評価報告書審査 

（１）執行方針 

   知事等が作成した内部統制評価報告書について、知事等による評価が適切に実 

施されたか、また、内部統制の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が

適切に行われているかについて審査します。 

（２）審査対象 

知事等から審査に付される令和 6年度内部統制評価報告書 

（３）実施時期 

令和 7年 6月から 10 月まで 

（４）実施体制（方法）等 

実施体制は、次のとおりとし、実施方法の詳細については、「令和 7年度三重県

内部統制評価報告書審査計画」を別に定めます。 
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ア 委員審査 

 予備調査の結果等を基に、監査委員が審査を実施します。 

イ 事務局予備調査 

内部統制評価報告書等を基に、事務局職員が、委員審査に先立つ調査を実施 

します。 

 

８ その他 

（１）監査委員は、必要があると認めたときは、随時監査（地方自治法第 199 条第 5

項の規定による監査をいう。）を実施します。 

（２）監査委員は、必要があると認めたときは、指定金融機関等監査（地方自治法第

235条の2第2項又は地方公営企業法第27条の2第1項の規定による監査をいう。）

を実施します。 

（３）監査委員は、会計管理者等に対し、指定金融機関等に対する検査の結果について

の報告（地方自治法施行令第 168 条の 4第 3項又は地方公営企業法施行令第 22 条

の 5第 3項の規定による報告をいう。）を求めます。 


